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常総市公共施設包括管理業務委託(第２期)公募型プロポーザル実施要項 

 

１ 趣旨及び目的 

 市では，公共施設等総合管理計画に基づき，保有する公共施設の効率的な維持管理及び運 

営を推進している。 

本事業は，ファシリティマネジメント施策の一環として，市有施設７２施設の保守管理，点検，

法定検査，維持管理等を包括的に業務委託することにより，民間のノウハウを活用し，保守管理

業務の質の向上，効率化・事務量の低減を図るとともに公共施設の長寿命化を目的としている。 

 この要項は，包括管理業務を委託にするにあたり，受託候補者を公募型プロポーザル方式によ

り選定するために必要な事項を定めるものである。 

 

２ 業務概要 

（１）業務名称 

   常総市公共施設包括管理業務委託(第２期) 

（２）履行期間 

   令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで 

（３）提案上限額 

   総額 ９７６，０００，０００ 円（税込） 

   【提案上限額内訳（５年総額）】（消費税及び地方消費税相当額を含む。） 

内 訳 提 案 上 限 額 

保守点検等業務費 ６２０，５７７，８９０円  

修繕業務費    ２００，０００，０００円 

付加価値サービス及び運営経費 １５５，４２２，１１０円  

合 計 ９７６，０００，０００円  

   ※修繕業務費は固定とする。 

※令和７年度から令和１１年度債務負担行為額のうち使用可能上限額 

   ※受託者は，令和７年度から委託料の請求を行うことができる。 

（４）施設数及び業務数 

   ７２施設６６８業務 

（５）業務内容 

   ① 市が保有する公共施設の整備に係る管理運営の業務について，別添資料リストに

ある資料及び使用データを基本として，公募型プロポーザル方式で選定した優先交

渉権者と協議調整を行うものとする。 

   ② 優先交渉権者の提案内容に基づき協議調整を行い，最終的な仕様書を確定する。 

（６）契約方法 

   ① 公募型プロポーザルによる随意契約 

   ② 債務負担行為に基づく複数年度契約 

（７）担当部署 
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事務局：常総市市長公室資産活用課 

所在地：常総市水海道諏訪町３２２２番地３（市役所本庁舎３階） 

担 当：堀井，林，中村 

     電 話：０２９７（２３）２９０２（直通） 

     F A X：０２９７（２３）２１６２ 

   E-mail：fm@city.joso.lg.jp 

 

３ 参加条件等 

（１）参加者に必要な資格等 

    参加者は，次に掲げる条件を全て満たしていること。なお，参加にあたっては，他

者と企業体を組んで共同参加することができる。（以下「共同事業体」という。） 

共同事業体については，全構成員が以下に掲げる条件（⑨を除く。）を全て満たして

いることを要件とする。 

① 日本国内に本店を有する法人 

   ② 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項各号に規定 

する者でないこと 

   ③ 地方自治法施行令第１６７条の４第２項に基づく市の入札参加制限を受けていな

い者であること 

   ④ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号），民事再生法（平成１１年法律第２２５

号）又は破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく手続き開始の申立てがなされ

ていない者であること 

   ⑤ 手形交換所による取引停止処分を受けてから２年間を経過しない者，又は参加表

明書提出日の前６ヶ月以内に手形もしくは小切手を不渡りしていない者であること 

   ⑥ 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２８条第３項若しくは第５項の規定に

よる営業停止の処分を受けていない者であること 

   ⑦ 政治団体（政治資金規正法第３条の規定によるもの）及び宗教団体（宗教法人法

第２条の規定によるもの）でないこと 

   ⑧ 常総市暴力団排除条例（平成２４年常総市条例第４号）に規定する暴力団員又は

暴力団もしくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと 

   ⑨ 本業務の統括責任者は，３０００㎡以上のビルメンテナンス等の総合的な業務責 

任者として通算５年以上の実務経験を有し，本業務に必要な技術力，マネジメント 

能力及びコミュニケーション能力を有する者を選任できること。 

また，統括責任者は，参加事業者に５年以上在籍する者とする。 

   ⑩ 参加者は，本市との協議及び調整に十分な能力と意欲を有し，契約及び事業の実

施，諸条件の変更等について柔軟な対応ができる者であること。 

   ⑪ 参加者は，本事業の遂行に必要な資格を有する者で構成，又は関連会社，協力会

社を含めて必要な資格等を網羅し，一連の業務を確実に遂行できる者であること。 

   ⑫ 国税及び地方税に滞納がないこと 
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   ⑬ 市の地域経済の循環に考慮し，市内業者を可能な範囲で現行水準と同条件で活用 

    するよう努めるものであること 

（２）共同事業体 

    複数の事業者で構成される共同事業体の参加については，次のとおりとする。 

① 共同事業体の管理について 

 本事業を実施するにあたり，共同事業体を構成する場合は，その代表となる事業者

（以下「代表事業者」という。）を定め，代表事業者は共同事業体に参加する他の業者

（「構成事業者」という。）と密に連携を取り，業務を包括的に管理するものとする。 

② 代表事業者の権限と義務 

 代表事業者は，業務の履行に関し，共同事業体を代表して市と折衝する権限並びに

自己の名義をもって契約代金の請求，受領及び共同事業体に属する財産を管理する権

限を有するものとする。 

③ 事業者の変更の禁止 

 代表事業者及び構成事業者の変更は認めない。ただし，やむを得ない事情が生じた

場合は，市と協議を行い，市がこれを認めた時はこの限りではない。 

 

４ スケジュール 

 

内  容 期  日 

公募要領の公表 令和６年  ９月２５日 

施設見学の申込み（任意）     ～１０月 １日 午後５時 

施設見学（任意）      １０月 ８日～１０月１０日 

質問書の提出（任意）     ～１０月１５日 午後５時 

質問に対する回答      １０月２２日 

参加申込書等の提出     ～１０月２９日 午後５時 

企画提案書の提出     ～１１月 ８日 午後５時 

プレゼンテーション審査      １１月１８日もしくは１１月１９日 

審査結果の通知      １１月下旬 

詳細協議      １２月上旬～令和７年３月 

契約締結 令和７年 ３月下旬 

業務履行期間  ４月１日から令和１２年３月まで 
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５ 公募資料の配布 

（１）公募開始年月日 

   令和６年９月２５日（水） 

（２）配布方法 

   市ホームページに掲載し，ダウンロードにより配布。 

 

６ 施設見学 

 本業務の対象施設の一部について見学会を実施するので，希望者は次のとおり見学申込書

を提出すること。 

（１）開催日時，見学場所 

（２）施設見学の申込 

   ① 受付期間  

令和６年９月２５日（水）から１０月１日（月）午後５時まで 

   ② 提出方法  

見学申込書（様式１）を２－（７）担当部署へ電子メールで送信すること。 

     ※メール送信後，必ず電話により受信の確認をすること。 

（３）日程，見学先，移動方法 

   日程及び見学先については，提出された見学申込書（様式１）の記載内容を基に，本

市で決定する。日程や集合場所等の詳細を別途連絡する。 

 なお，移動のための車両については，参加者で用意すること。 

    

７ 質問及び回答 

 本プロポーザルに関する質問は，次のとおり取り扱うものとする。なお，受付期間後に提

出された質問及び指定した方法以外で提出された質問は，受け付けない。 

（１）受付期間 

   令和６年９月２５日（水）から１０月１５日（火）午後５時まで 

（２）提出方法 

   質問書（様式２）に，質問箇所及び内容をわかりやすく記載し，２－（７）担当部署

へ電子メールにより提出すること。 

※メール送信後，必ず電話により受信の確認をすること。 

（３）質問書に対する回答 

   令和６年１０月２２日（火）に，提出されたすべての質問とその回答をまとめて，市 

のホームページに掲載する。なお，質問に対する回答をもって，本実施要項を追加補正

したものとみなす。また，質問者の名称は公表しない。 
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８ 参加申込書等の提出 

（１）受付期間 

   令和６年９月２５日（水）から１０月２９日（火）午後５時まで 

（２）提出方法 

   ２－（７）担当部署へ持参若しくは郵送で提出すること。 

   ・持参は，開庁日の時間内（午前９時から午後５時まで）の受付とする。 

   ・郵送は，１０月２９日（火）午後５時までの必着とする。 

   ・提出部数は各１部とする。 

（３）提出書類 

名  称 備  考 書 式 

参加申込書兼誓約書 共同事業体の場合は，構成する企業ごとに作成する。 様式３ 

共同事業体構成員届出書 共同事業体の場合は，構成する企業ごとに作成する。 様式４ 

委任状 代理人を置く場合に限る。 

任意 A4 
業務実績調書 類似する業務の実績を記載。 

企業概要書 本市の競争入札参加資格を有する場合は，提出不要。 

※直近１か年度。交付されてから 3 か月以内のもの。 

※共同事業者は，全ての参加事業者分 

※法人税，消費税及び地方消費税の納税証明書 

財務諸表 

登記事項証明書 各種 

証明書 納税証明書 

 

９ 企画提案書の提出 

参加者は，次のとおり書類を提出してください。 

（１）受付期限 

   令和６年９月２５日（水）から令和６年１１月８日（金）午後５時まで 

（２）提出方法 

   ２－（７）担当部署へ持参すること。 

   ・開庁日の時間内（午前９時から午後５時まで）の受付とする。 

（３）提出書類 

   企画提案書（様式５から様式５－９－６まで） 原本１部，副本１０部，電子データ 

   ※各様式のページ数については，必要に応じて増やすこと。 

   ※A４フラットファイルに，１部ずつ閉じたものを提出すること。 

   ※電子データは，２－（７）担当部署へ電子メールで送信すること。 

   ※電子データは PDF ファイルとする。 
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１０ 企画提案書の構成等 

（１）企画提案書の構成 

   企画提案書は，以下の各様式で構成することとし，A４版で３０ページ以内にまとめ

ること。 

  ① 企画提案書（様式５） 

  ② 会社概要（様式５－１） 

  ③ 同種業務実績（様式５－２） 

  ④ 包括管理の基本的考え方（様式５－３） 

    本業務の基本的な考え方，コンセプト，アピールポイント，本業務に関するノウハ

ウなどを記載すること。 

  ⑤ 実施体制（様式５－４） 

    業務の実施体制について，協力会社（予定も含む。）も含めて記載すること。また， 

   市内業者の活用についての方針等を記載すること。 

  ⑥ 保守点検業務の実施方法（様式５－５） 

    保守点検業務について，業務フロー，品質及び効率性向上の考え方，事業者選定方

法及び再委託価格設定の考え方を記載すること。 

  ⑦ 修繕業務の実施方法（様式５－６） 

    修繕業務について，業務フロー，修繕優先度の決定方法，予算管理方法，修繕の内

製化，事業者選定方法及び再委託価格積算の考え方を記載すること。 

  ⑧ 不具合等の通報窓口及び緊急時の対応体制（様式５－７） 

    施設，設備等の不具合の発生時における通報窓口及び災害発生時や緊急修繕発生時

の対応方針，業務体制について，具体的に記載すること。 

  ⑨ 付加価値についての提案（様式５－８） 

    委託料上限額内で，実現可能な付加価値に関する提案について記載すること。 

ア）公共施設等のマネジメントに資する施設・設備のストック総コストの低減 

イ）巡回点検 

ウ）公共施設等のマネジメントへ向けた管理情報の共有，活用 

  ※本業務によって集約された施設情報を，事業者及び庁内で共有・一元化する 

  ことによって，将来的な公共施設等のライフサイクルコストの軽減や，公共施 

  設等のマネジメントに活かす方法・手法の提案について記載すること。 

  ※契約更新時の施設情報の引継ぎ方法について記載すること。 

エ）その他，新規サービスや独自ノウハウを用いたサービス 

  ⑩ 参考見積額（様式５－９－１から様式５－９－６） 

    ア）参考見積額は，税込で円表示とし，令和７年度から令和１１年度までの総額及

び実施年度ごとに表示すること。 

    イ）契約締結前の詳細協議にかかる費用は１２ 契約等に示すとおりとする。 

    ウ）提案時点で市が提示している全ての業務について，提案上限額を超えない額で

かつ提案者が実現可能と想定する額を参考見積額として明示すること。 
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    エ）その他，事業者の責務によらない社会的経済的動向等の経費変動リスクに 

     ついては，契約締結後の協議により勘案するものであることから，参考見積額 

     に含めないこと。 

（２）提出書類の取扱い 

  ① 提出された企画提案書等の著作権は，申請者に帰属する。 

  ② 受付期間経過後の書類の差し替えは，原則として認めない。 

  ③ 提出された企画提案書は，一切返却しない。 

  ④ 提出された企画提案書の内容について，審査の過程で疑義が生じた場合は，後日， 

   必要に応じて照会を行い，又は追加資料の提出を求める場合がある。 

  ⑤ 企画提案書の策定に要する費用は，全て参加者の負担とする。 

  ⑥ 企画提案書の提出後に辞退する場合は，辞退届（任意様式）を提出すること。 

  ⑦ 本プロポーザルに係る情報公開請求があった場合は，常総市情報公開条例（平成１ 

３年条例第１７号）に基づき，提出書類を公開することがある。その場合，開示決定 

等について，あらかじめ提案事業者の意見を聞いて決定することとする。 

 

１１ 審査方法及び審査基準 

（１）プレゼンテーション審査 

   提出された企画提案書をもとにプレゼンテーション及びヒアリングにより審査を行う。

審査結果については，HP にて公表及び参加事業者全員に書面に通知する。 

 なお，参加事業者が多数となる場合は，事前に提出された企画提案書により，書類審

査を行う場合がある。 

  ① 実施日 

    令和６年１１月１８日（月）もしくは令和６年１１月１９日（火） 予定 

  ② 場所 

    常総市役所（本庁舎１階 市民ホール） 

  ③ 参加人数 

    ５人以内（プレゼンテーション参加者を事前に通知すること） 

  ④ 所要時間 

    ５０分以内（準備５分，説明２５分以内，ヒアリング１５分以内，撤去５分） 

  ⑤ 使用機器類 

    プロジェクター及びスクリーンは，市が準備する。その他，必要な機器は参加者 

   が準備すること。 

（２）審査及び優先交渉権者の選定 

審査は「常総市公共施設包括管理業務委託（第２期）受託者公募に係る業者審査委員

会設」（以下「審査委員会」という。）により，審査基準に基づき，提案内容について総

合的に審査し，優先交渉権者及び次順位の事業者を選定する。なお，プレゼンテーショ

ンにおいて，企画提案書における提案内容と異なる事実が判明した場合は，減点又は失

格とすることがある。 
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参加事業者が１者のみの場合であっても，審査委員会において提案内容の審査を行い，

選定の可否を決定する。 

（３）審査項目及び審査基準 

区分 審査項目 関係様式 配点 

業
務
遂
行
能
力

（
４
０
点
） 

参加者の能力及び実績 組織及び基盤  ５－１ ５ 

同種業務実績  ５－２ ５ 

基本的な考え方，ノウ

ハウ，実施体制 

包括管理の基本的考え方  ５－３ ５ 

業務の実施体制  

５－４ 
５ 

市内業者の活用  １０ 

緊急対応体制  ５－７ ５ 

プレゼンテーション プレゼンテーションの分かりやすさ  全様式 ５ 

企
画
提
案
内
容

（
７
５
点
） 

保守点検業務 業務フロー  

５－５ 

５ 

品質及び効率性の向上の考え方  ５ 

公平・公正な事業者選定及び再委託価格設定方法  ５ 

修繕業務 業務フロー及び修繕優先度の決定方法  

５－６ 

１０ 

予算管理の手法  ５ 

修繕の内製化  １０ 

公平・公正な事業者選定及び再委託価格積算方法  ５ 

付加価値提案 公共施設等のマネジメントに資する  

施設・設備のストック総コストの低減  

５－８ 

５ 

巡回点検  ５ 

公共施設等のマネジメントに向けての  

管理情報の共有・活用・引継ぎ  
１０ 

その他，新規サービスや独自ノウハウを用いたサービス  １０ 

金
額

（
５
点
） 

参考見積額 

５－９ ５ 

審査の総合計 １２０ 

 ・審査の総合計が７２点に満たない場合は，優先交渉権者に選定しない。 

（４）審査結果の公表 

   審査結果の公表にあたっては，市の公式ホームページにおいて，優先交渉権者と次順

位の事業者名及び審査の総合計の評価点を公表する。また，各参加事業者に対しては，

総合計の評価点を別途通知するものとする。 

（５）その他 

   審査の経緯及び審査内容に関する問合わせには応じない。また，審査結果に対する異

議申し立ては受け付けない。 
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１２ 契約等 

（１）契約締結前の詳細協議 

① 優先交渉権者は，企画提案書に基づき，契約に向けた諸条件について，市と詳細協 

議をする。 

② 協議が整い次第，優先交渉権者は，改めて見積書を市に提出するものとする。 

③ この協議は，優先交渉権者が行った提案及び２（３）提案上限額の範囲内で行うも

のとし，費用は優先交渉権者の負担となる。 

（２）契約締結 

 前項の協議が整い次第，速やかに契約の手続きを行うものとする。なお，協議が整わ

ない場合においては，次順位の者と協議の上，契約を締結する場合がある。また，契約

締結までの間に，優先交渉権が本実施要項の参加要件を満たさなくなった場合は，契約

を締結しないことがある。 

 

１３ 失格事項 

  次のいずれかに該当する場合は，失格とする。 

  ① 参考見積書の金額が，２（３）提案上限額を超過した場合 

  ② 参加者が，３参加条件等を満たさなくなった場合 

③ 提出書類に不備又は虚偽の記載があった場合 

  ④ 選定の公平性を害する行為や一連の公募手続を通じて著しく信義に反する行為があ

り，審査委員会が失格を認めた場合 

  ⑤ 参加者が，契約を履行することが困難と認められる状態に至った場合 

 

１４ その他留意事項 

（１）本プロポーザルは，契約の優先交渉権者を選定するものであり，契約の締結を担保す 

るものではない。 

（２）本プロポーザルに係る費用は，全て参加者の負担とする。 

（３）プレゼンテーションにおいて，口頭で追加提案した事項については，企画提案書に含 

  むものとする。 

（４）提案内容に含まれる特許権，実用新案権，意匠権，商標権等の日本国及び日本国以外 

の国の法令に基づき保護される第三者の権利の対象となっている意匠，デザイン，設計， 

施工方法，工事材料，維持管理方法などを使用した結果生じる責任は，事業者が負うも 

のとする。 

（５）契約締結後においても，受託者が本プロポーザルにおいて失格事項に該当していたこ 

とが明らかになった場合又は本プロポーザルにおける企画提案書において著しく実現性 

から乖離した提案を行っていたことが明らかとなった場合は，契約を解除する場合があ 

る。 


